
情報公開条例施行規程

平成13年12月20日

本部告示第1119号

（趣旨）

、 （ 。 「 」 。） 、第１条 この規程は 情報公開条例 平成12年兵庫県条例第６号 以下 条例 という の規定に基づき

警察本部長（以下「本部長」という ）が行う情報公開の事務に関して必要な事項を定めるものとする。。

（公文書公開請求書）

、 （ ） 。第２条 条例第５条第１項に規定する請求書の様式は 公文書公開請求書 様式第１号 のとおりとする

（公文書公開決定通知書等）

第３条 条例第10条第１項の規定による通知は、次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に定める様式に

より行う。

(1) 公文書の全部を公開する旨の決定をした場合 公文書公開決定通知書（様式第２号）

(2) 公文書の一部を公開する旨の決定をした場合 公文書部分公開決定通知書（様式第３号）

２ 条例第10条第２項の規定による通知は、公文書非公開決定通知書（様式第４号）により行う。

（公開決定等期間延長通知書）

第４条 条例第11条第２項の規定による通知は、公開決定等期間延長通知書（様式第５号）により行う。

（公開決定等期間特例延長通知書）

第５条 条例第12条第１項の規定による通知は、公開決定等期間特例延長通知書（様式第６号）により行

う。

（事案移送通知書等）

第６条 条例第13条第２項の規定による通知は、事案移送通知書（様式第７号）により行う。

２ 本部長は、条例第13条第５項において準用する同条第１項の規定により兵庫県議会議長に事案を移送

したときは、請求者に対し、その旨を通知するものとする。

３ 第１項の規定は、前項の規定による通知について準用する。

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等）

第７条 条例第14条第１項に規定する実施機関の規程で定める事項は、次のとおりとする。

(1) 公開請求に係る公文書に記録されている第三者に関する情報の内容

(2) 意見書の提出期限

２ 条例第14条第２項に規定する実施機関の規程で定める事項は、前項に規定するもののほか、次のとお

りとする。

(1) 公開決定をする旨

(2) 公開決定をする理由

３ 条例第14条第２項の規定による通知は、公文書の公開決定に係る意見照会書（様式第８号）により行

う。

４ 条例第14条第３項の規定による通知は、公開決定に係る通知書（様式第９号）により行う。

（公開の実施）

第８条 条例第15条第１項の規定による公開の実施は、本部長が指定する日時及び場所において行う。

２ 本部長は、公文書を閲覧し、又は閲覧しようとする者が、当該公文書を汚損し、若しくは破損し、又

はそのおそれがあると認めるときは、当該公文書の閲覧を停止し、又は禁止することができる。

３ 公文書の写しを交付する場合の部数は、請求のあった公文書１件につき１部とする。

（電磁的記録の公開の方法）

第９条 条例第15条第１項本文に規定する実施機関の規程で定める方法は、次に掲げる場合に応じ、当該

各号に掲げる方法とする。

(1) 当該電磁的記録がビデオテープ若しくはビデオディスク又は録音テープ若しくは録音ディスクであ

る場合 視聴又は複製物の交付の方法



(2) 当該電磁的記録が前号に掲げるもの以外のものである場合 当該電磁的記録を印刷物として出力し

たものの閲覧又は交付の方法

、 、２ 前項第２号の規定にかかわらず 当該電磁的記録をディスプレイの画面等に出力したものを視聴させ

又はフロッピーディスク、光ディスク、光磁気ディスクその他の記録媒体に複製することが容易である

ときは、視聴又は複製物の交付の方法により公開を行うことができる。

３ 条例第15条第１項ただし書に規定する実施機関の規程で定める方法は、第１項第１号に規定する視聴

の方法又は同項第２号に規定する閲覧の方法とする。

（公開方法等の申出）

第10条 条例第15条第２項の規定による申出は、公開方法等申出書（様式第10号）により行わなければな

らない。

２ 条例第15条第２項に規定する実施機関の規程で定める事項は、次のとおりとする。

(1) 請求者の氏名又は名称及び住所又は居所並びに法人その他の団体にあっては、その代表者の氏名

(2) 申出に係る公開決定

(3) 求める公開の実施の方法

（写しの作成等に要する費用）

第11条 条例第33条に規定する実施機関の規程で定めるものは、複製物の作成及び送付とする。

２ 条例第33条に規定する写しの作成に要する費用は、別表に定めるとおりとする。

３ 条例第33条に規定する費用は、あらかじめ納付しなければならない。

（補則）

第12条 この規程に定めるもののほか、情報公開の実施に関し必要な事項は、別に定める。

附 則

この告示は、平成14年１月１日から施行する。

附 則 （平成16年３月31日本部告示第291号）

この告示は、平成16年４月１日から施行する。

附 則 （平成17年３月29日本部告示第257号）

この告示は、平成17年４月１日から施行する。

附 則 （平成28年３月29日本部告示第103号）

（施行期日）

第１条 この告示は、平成28年４月１日から施行する。

（経過措置）

第２条 行政不服審査法（平成26年法律第68号。以下「法」という ）附則第３条の規定により、行政庁の。

処分又は不作為についての不服申立てであって、法の施行前にされた行政庁の処分又は法の施行前にさ

れた申請に係る行政庁の不作為に係るものについては、なお従前の例による。

附 則 （令和２年３月24日本部告示第92号）

この告示は、令和２年４月１日から施行する。



（第11条関係）別表

公文書の種別 交付する写し又は複製物 金額

１ 文書 複写機により複写したもの（日本 １枚につき10円（多色刷り

工業規格Ａ列３番の大きさまでの にあっては、40円）

ものに限る ）。

２ 電磁的記録 (1) ビデオテー ビデオカセットテープに複製した １巻につき200円

プ又はビデオディ もの

スク

(2) 録音テープ 録音カセットテープに複製したも １巻につき120円

又は録音ディスク の

(3) (1)及び(2) ア 印刷物として出力したもの １枚につき10円

以外の電磁的記録 イ フロッピーディスクに複製 １枚につき30円

したもの

ウ 光ディスクに複製したもの １枚につき60円

エ 光磁気ディスクに複製した １枚につき290円

もの

３ １及び２以外の公文書 公文書の性質に応じ作成した写し 当該写し又は複製物の作成

又は複製物 に要する費用に相当する額







様式第３号（第３条関係） 

 

公文書部分公開決定通知書 

兵警  発第    号
    年  月  日

 

              様 

 

                                                    兵庫県警察本部長 印 

 

     年  月  日付けの公開請求については、情報公開条例第 10 条第１項の規定により、次

のとおり公文書の一部を公開することを決定したので通知します。 

この決定について不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に兵庫県警察本部総務部県民広報課を経由して兵庫県公安委員会に対し審査請求をするか、

この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に神戸地方裁判所に対し兵庫県を

被告としてこの決定の取消しの訴えを提起することができます。 

なお、審査請求をした場合には、この決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決書を受

け取った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

 
公 文 書 の 件 名 
 

 
 
 

 

公文書を公開する日時 
 

                                  午前 
     年  月  日（  ）       時  分 
                       午後 

公文書を公開する場所  

 
 
公開しない部分及び公開 
しないこととする理由□ 
 
 

（公開しない部分） 
 
（公開しないこととする理由） 
 情報公開条例第６条第 号該当 
 
 

公開しない部分につい 
て、その理由が消滅する 
期日等       □ 

 
 
 

主 管 課 等 
 

  
  
       電話（   ）   －    番  

備     考  

注 １ 「公文書を公開する日時」の欄に記載した日時に御都合が悪い場合は、あらかじめ主管
課等へ御連絡ください。 

２ 「公開しない部分について、その理由が消滅する期日等」の欄は、公開請求のあった公
文書の公開しない部分について、その理由が消滅する期日等をあらかじめ明示することが
できる場合に記載しています。 

３  公開の実施に当たっては、事前に、別紙公開方法等申出書（様式第 10 号）を提出してく
ださい。



様式第４号（第３条関係） 

 

公文書非公開決定通知書 

兵警  発第    号

    年  月  日

 

             様 

 

                                                    兵庫県警察本部長 印 

 

  年  月  日付けの公開請求については、情報公開条例第 10 条第２項の規定により、次

のとおり公文書の全部を公開しないことを決定したので通知します。 

この決定について不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に兵庫県警察本部総務部県民広報課を経由して兵庫県公安委員会に対し審査請求をするか、

この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に神戸地方裁判所に対し兵庫県を

被告としてこの決定の取消しの訴えを提起することができます。 

なお、審査請求をした場合には、この決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決書を受

け取った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

 

公 文 書 の 件 名 

 

 

 

 

 

公開しないこととする 

理由        

 

 

(情報公開条例 第６条第 号該当・第９条該当・公文書の不存在) 

 

 

 

 

公開しない理由が消滅 

する期日等      

 

 

主 管 課 等 

 

  

        電話（   ）   －    番   

 

備      考 

 

 

 

 

 注 「公開しない理由が消滅する期日等」の欄は、公開請求のあった公文書を公開しない理由が

消滅する期日等をあらかじめ明示することができる場合に記入しています。











様式第９号（第７条関係） 

 

公開決定に係る通知書 

兵警  発第    号 

    年  月  日 

 

             様 

 

                                                  兵庫県警察本部長 印 

 

   年  月  日付けで、あなたから、公文書を公開することについて反対意見書の提出が

あった公文書の公開請求については、情報公開条例第 10 条第１項の規定により、次のとおり公開決

定をしたので通知します。 

この決定について不服がある場合には、この決定があったことを知った日の翌日から起算して３

箇月以内に兵庫県警察本部総務部県民広報課を経由して兵庫県公安委員会に対し審査請求をするか、

この決定があったことを知った日の翌日から起算して６箇月以内に神戸地方裁判所に対し兵庫県を

被告としてこの決定の取消しの訴えを提起することができます。 

なお、審査請求をした場合には、この決定の取消しの訴えは、その審査請求に対する裁決書を受

け取った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。 

 

公 文 書 の 件 名 

 

 

 

 

公 開 決 定 の 日      年  月  日        

 

公開決定をした理由 

 

 

 

 

 

公文書を公開する日      年  月  日        

主 管 課 等 

 

  

        電話（   ）   －    番  

 

備     考 

 

 

 

 




